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災害廃棄物処理計画の概要
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＜新潟県災害廃棄物処理計画＞

災害廃棄物処理計画で用いている被害想定

〇計画で想定している災害の類型
地震災害及び水害、その他自然災害を対象。

災害の規模、種類、場所、時期等により、廃棄物の発生量や性状等が大きく異な
るため、本計画では、新潟県地域防災計画で想定する災害及び被害を踏まえ、各
種対策を取りまとめることとしている。

〇被害想定の概要
災害廃棄物対策指針(H30.3)に基づき、各市町村は災害廃棄物の発生量・処理
可能量を推計しておくこととしている。

実際に災害が発生した際は、その被害状況に応じて、速やかに災害廃棄物の発
生量を推計し、災害廃棄物の処理方針を決定する。

また、県では地震被害想定調査の報告書を令和４年３月に公表しており、報告書
では、市町村別の震災廃棄物発生量も想定(県内内陸６地震・海域３地震の計９地
震(既知)を選定 )。
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相手方 協定名 締結日 概要

新潟県環境整備事業協同
組合

災害時における一般廃棄
物の収集運搬に係る救援
等に関する協定書

H16.6.16
(H31.4.1改正)

被災市町村の要請に基づく災
害発生時の一廃（し尿、ごみ等）
の収集運搬の救援協力

一般社団法人新潟県産業
資源循環協会

災害廃棄物の処理に関す
る応援協定書

H18.10.23
(H31.4.1改正)

被災市町村の要請に基づく災
害時の廃棄物処理

一般社団法人新潟県浄化
槽整備協会

災害時における浄化槽の
応急復旧等に関する協定

H18.10.23
(H31.4.1改正)

被災市町村の要請に基づく浄
化槽の応急復旧

一般社団法人新潟県解体
工事業協会

災害時における被災建築
物の解体撤去等に関する
応援協定書

H19.12.19
(H31.4.1改正)

被災市町村の要請に基づく、
災害時の被災建築物の解体撤
去等を応援

○被災市町村を支援するため、県内事業者団体と応援協定を締結

○被災した市町村等は、県に応援を要請。県が各団体と調整

○被災市町村の要請に基づき、廃棄物処理等に係る会員のあっせん等を行う

○応援に要する経費は、応援を要請した市町村等が負担

＜県と民間事業者団体との応援協定＞

民間団体等との連携に関する取組の状況
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＜災害廃棄物処理計画の策定に向けた研修会＞

実施している訓練、研修等の概要

〇令和５年３月末において、県内３０市町村の内、２０市町村が災害廃棄物処理
 計画を策定（＝県内１０市町村が災害廃棄物処理計画未策定）

〇令和５年度 計画策定・見直しのための図上演習の実施
〇令和６年度 計画策定に向けた研修会の実施
⇒ 令和６年度末までに計画未策定市町村の内、６市町村が計画を策定

   ※ 引き続き、残りの未策定市町村への策定支援を進める。

（研修会の様子）
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＜災害廃棄物処理体制整備に係る研修・情報交換会＞

実施している訓練、研修等の概要

〇令和６年能登半島地震での経験から、県、市町村と廃棄物処理業者が連携した
 取組の必要性を実感

⇒令和７年度に市町村及び廃棄物処理業者を対象とした研修会を開催
〇 能登半島地震における災害廃棄物処理の対応事例や現場における課題につい

ての講演（石川県産業資源循環協会、新潟市）
〇 県内において、先行して市町村と災害廃棄物処理に係る協定を締結している産

資協支部の取組と課題についての講演（新潟潟県産業資源循環協会新発田支
部、三魚沼支部）

⇒今後も継続して、市町村や廃棄物処理業者と連携した訓練等を実施予定

（研修会・情報交換会の様子） （新潟市講演資料(抜粋)）
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＜災害廃棄物処理体制整備に係る研修・情報交換会＞

実施している訓練、研修等の概要

（三魚沼支部講演資料(抜粋)）
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